
（平成２５年７月３日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認近畿地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 41 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 40 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 19 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 14 件



近畿（大阪）国民年金 事案 6526 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年３月から同年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年３月から同年７月まで 

婚姻前の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付については、全

て母に任せており、申立期間の保険料についても母が納付してくれていた。 

申立期間のうち、昭和 43年３月から同年６月までの国民年金保険料につ

いて、平成 17年になってＡ社会保険事務所（当時）から、厚生年金保険の

被保険者期間と重複することが判明したため、保険料は還付されるが、当

該厚生年金保険の被保険者期間は既に脱退手当金を受給済みであり、年金

受給額に反映されない期間となる旨の説明を受けたので、当該期間の保険

料を納付済期間のままにしてほしいと申し出たが聞き入れてもらえず、保

険料の還付を受けた。 

また、申立期間のうち、昭和 43年７月の国民年金保険料についても還付

するとされているが、申立期間の保険料を納付済期間として記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録を見ると、申立期間については、厚生年金保険被保険者期間

であったところ、昭和 49年５月 15日に脱退手当金が支給されていることが確

認でき、制度上、国民年金の未加入期間とされる。 

しかし、申立期間のうち、昭和 43 年３月から同年６月までの国民年金保険

料について、申立人が所持する国民年金手帳及び申立人に係るＢ県Ｃ町（現在

は、Ｄ町）の国民年金被保険者名簿を見ると、同年３月の保険料は同年３月

30日に、同年４月から同年６月までの保険料は同年７月 25日にそれぞれ納付

していたことが確認できる。 



また、上記被保険者名簿によると、申立期間のうち、昭和 43 年７月の国民

年金保険料については、同年８月 28 日に納付していたことが確認できるとこ

ろ、平成 24年 12月４日に納付済みに訂正されるまで、オンライン記録では未

納として取り扱われており、申立人に係る記録の管理において行政機関側に事

務過誤があったことがうかがえる。 

さらに、申立期間のうち、昭和 43 年３月から同年６月までの国民年金保険

料については、厚生年金保険被保険者期間と重複するため、平成 17年１月 25

日に国民年金被保険者期間から未加入期間と記録が訂正されたことにより、同

年２月 28 日に還付されていることが確認できるものの、当該期間は長期間に

わたり保険料納付済期間として取り扱われている。 

加えて、申立期間のうち、昭和 43 年７月の国民年金保険料については、上

記のとおり納付記録が訂正され、当該月が厚生年金保険被保険者期間であった

ことから平成 24年 12月６日に還付決議が行われているが、還付金の支払まで

には至っていない。 

これらのことから、申立期間は厚生年金保険被保険者期間であったものの、

脱退手当金が支給されており、年金額の計算の基礎にならず、年金給付がなさ

れない期間であり、申立期間の国民年金保険料については、行政機関側による

事務過誤がうかがえることに加え、申立人の母親が納付してから還付及び還付

決議が行われるまで、35 年以上もの間、国庫歳入金として取り扱われている

ことを踏まえると、国民年金の被保険者となり得ないことを理由に、申立期間

の被保険者資格を認めず納付済期間としないのは、信義衡平の原則に反するも

のと考えられる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



近畿（兵庫）厚生年金 事案 14065 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15

年 12月 10日は 150万円、18年６月 21日は 108万円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

住    所 ：  

    

    

 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 10日 

           ② 平成 18年６月 21日 

賞与支払に関する記録に係る事実確認の通知が年金事務所から届き、Ａ

社Ｂ支店に勤務した期間のうち、申立期間の賞与の記録が無いことが分か

った。申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたの

で、賞与の記録を訂正してほしい。 

  

 

   第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 15年 12月及び 18年６月に係る賞与一覧表及びＣ

健康保険組合の記録から、申立人が申立期間に賞与の支払を受け、当該賞与

に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、申立期間の標準賞与額については、前述の賞与一覧表の厚生年金保

険料控除額から、平成 15 年 12 月 10 日は 150 万円、18 年６月 21 日は 108 万

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は当時の保険料納付に係る資料を保管しておらず、ほかにこれ

を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当

たらないことから、行ったとは認められない。



 

近畿（大阪）厚生年金 事案 14066 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、Ａ社（現在は、Ｂ社）における申立人の被

保険者記録のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 34年３月１日）及び資

格取得日（昭和 36年１月１日）に係る記録を取り消し、申立期間の標準報酬

月額を１万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

 住    所 ：  

   

      

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年３月１日から 36年１月１日まで 

年金事務所から送付された「第三者委員会によるあっせん事案における

同僚へのお知らせ文書」により、申立期間の被保険者記録が無いことが分

かった。 

申立期間は、Ａ社本社から同社Ｃ支店に異動した時期であり、継続して

勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、年金事務所の記録では、Ａ社において、昭和 33 年 10 月１日に

厚生年金保険の被保険者資格を取得し、34 年３月１日に資格を喪失した後、

36 年１月１日に同社において資格を再取得しており、申立期間の被保険者記

録が無い。 

しかし、Ａ社の元事業主及び同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿において、申立期間に被保険者記録が確認できる複数の元同僚の陳述から、

申立人が申立期間も同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、上記元同僚のうち、申立人の異動から１年後の昭和 35年春頃に、申

立人と同様にＡ社本社から同社Ｃ支店に異動したとする元同僚は、同社本社

において被保険者記録が継続しており、空白期間は生じていない上、前述の



元事業主は、「申立期間当時、給与計算は全てＤ県のＡ社本社で行っており、

継続して勤務していれば、同社Ｃ支店でも同様に厚生年金保険料は控除され

ていたと思う。また、同社の本社及びＣ支店における申立人の業務内容及び

勤務形態は、変更がなかったはずである。」旨陳述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 34

年２月及び 36年１月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 4,000円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及び取得届が提出され

ていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難い

ことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの被保険者資格の喪失及び

取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

34 年３月から 35 年 12 月までの厚生年金保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付される

べき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。



 

近畿（兵庫）厚生年金 事案 14067 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 30年８月 31日から同年９月１日までの期

間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る

記録を同年９月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万 2,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

また、申立期間のうち、昭和 32 年５月１日から同年５月２日までの期間に

ついて、申立人のＡ社Ｃ部における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、同

年５月２日であると認められることから、当該期間の資格喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

    

    

 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  ① 昭和 30年８月 31日から同年９月１日まで 

         ② 昭和 32年５月１日から同年５月２日まで 

私は、Ｄ社に昭和 28年４月に入社した後、直ちにＡ社に配属され、工場

の移転等で異動が何回かあったが、定年退職まで継続して勤務したのに、

申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が無く、納得できない。 

申立期間も給与から厚生年金保険料が控除されていたと思うので、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ｂ社から提出された社員プロフィール、同社及びＥ

健康保険組合の回答並びに雇用保険の加入記録から判断すると、申立人は、Ａ

社に継続して勤務し（昭和 30 年９月１日にＡ社本社から同社Ｃ部に異動）、

申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和



30 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から１万 2,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当時の資料は残っておらず不明と回答しているが、事業主が

申立人の資格喪失日を昭和 30 年９月１日と届け出たにもかかわらず、社会保

険事務所がこれを同年８月 31 日と誤って記録するとは考え難いことから、事

業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年８月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当し

た場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、当該期間に係る厚生年

金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②について、Ｂ社から提出された社員プロフィール、同社及びＥ

健康保険組合の回答並びに雇用保険の加入記録から判断すると、申立人は、Ａ

社に継続して勤務（Ａ社Ｃ部から同社Ｆ工場に異動）していたことが認められ

る。 

なお、異動日については、申立人及び複数の同僚がＡ社Ｃ部（Ｇ工場）の

廃止に伴い、同社Ｇ工場から同社Ｆ工場に異動したと陳述しているところ、異

動先の同社Ｆ工場が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 32 年５月２

日であることから、申立人の同社Ｃ部における資格喪失日を同日とすることが

妥当である。



 

近畿（兵庫）厚生年金 事案 14068 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 25年７月 21日から同年 11月１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記録を同年

７月 21 日に、資格喪失日に係る記録を同年 11 月１日に訂正し、当該期間の

標準報酬月額を、5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和６年生 

   住        所 ：  

 

 

 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年６月頃から 26年７月頃まで 

厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、Ｂ組織施設に

勤務した期間のうち、Ｃ事業所のＤ工場でＥ職業務に従事した申立期間の

加入記録が無いとの回答を受けた。申立期間も他のＢ組織施設に勤務した

期間と同様に、給与から厚生年金保険料を控除されていたので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｆ機関が保管する申立人に係るＧ書類から、申立人は、申立期間のうち、

昭和 25年７月 21日から同年 11月１日までの期間においてＡ事業所に勤務し、

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、前述のＧ書類で確認できる厚

生年金保険料控除額から、5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、当該事業所は、既に適用事業所ではなくなっており、確認することは

できないものの、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格取得届が提出

された場合には、その後、被保険者資格喪失届を提出する機会があったこと

となるが、いずれの機会においても社会保険事務所（当時）が当該届出を記



録していないとは、通常の事務処理では考え難いことから、事業主から社会

保険事務所に被保険者資格の取得及び喪失に係る届出は行われておらず、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 25 年６月頃から同年７月 21 日までの期間に

ついて、申立人は、「前職を退職して約３か月後に、Ｃ事業所におけるＥ職

の仕事に就いた。」と申し立てているところ、前述のＧ書類には、申立人が

同年７月 21日にＡ事業所に雇い入れられたことを示す内容が記載されており、

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関連

資料は無く、勤務実態及び保険料控除をうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

また、昭和 25年 11月１日から 26年７月頃までの期間について、申立人は、

「申立期間の後に勤務したＢ組織のＨ事業所の業務に就く１週間程度前まで、

Ｃ事業所に継続して勤務した。」と申し立てている。 

しかし、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立期間に厚生年金保険被保険者資格を取得している元従業員に照会したとこ

ろ、10 人の元従業員から「自身もＢ組織Ｉ事業所内に所在したＤ工場に勤務

していた。」旨回答が得られたものの、申立人を記憶している者は見当たら

ず、当該期間における申立人の勤務を確認することができない。 

また、Ｆ機関は、申立人の昭和 25 年 11 月以降の期間に係る関係書類を保

存していないと回答しており、このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金

保険料の控除を確認できる関連資料は無く、勤務実態及び保険料控除をうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、昭和 25 年６月頃から同年７月 21 日ま

での期間及び同年 11 月１日から 26 年７月頃までの期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



 

近畿（大阪）厚生年金 事案 14069 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 51年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 16万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

 住    所 ：  

  

  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年２月 29日から同年３月１日まで 

年金記録に係る事実確認の通知が年金事務所から届き、Ａ社に勤務した期

間のうち、申立期間の記録が無いことが分かった。申立期間も継続して同

社に勤務し、支給された給与から厚生年金保険料が控除されていたので、

記録を訂正してほしい。 

 

   第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｂ社が保管するＡ社作成の申立人に係る在社履歴、

同僚が所持する給与明細書及び複数の同僚の陳述から判断すると、申立人は、

同一企業グループのＡ社及びＣ社に継続して勤務し（昭和 51年３月１日にＡ

社からＣ社に出向）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 51

年１月の社会保険事務所（当時）の記録から、16 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、Ａ社は既に清算している上、当時の事業主は死亡している

ため、確認することはできないが、事業主が申立人の資格喪失日を昭和 51年

３月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年２月 29日

と誤って記録するとは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として



届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年２月の厚生年金保険

料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行っ

たものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



 

近畿（和歌山）厚生年金 事案 14070 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る

記録を昭和 33年 12月２日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 2,000円

とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年 11月５日から同年 12月２日まで 

年金事務所から送付された「ねんきん特別便」により、Ａ社に勤務してい

た期間のうち、申立期間の被保険者記録が無いことが分かった。申立期間は、

Ａ社Ｂ支店から同社Ｃ支店に異動した時期であり、継続して勤務していたの

で、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された在職証明書、Ａ社及びＤ健康保険組合の回答並びに元

同僚の陳述から判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し（Ａ社Ｂ支店か

ら同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人と一緒にＡ社Ｃ支店開設準備室に異動した

とする元同僚保管の辞令書から、昭和 33年 12月２日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭

和 33年 10月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 2,000円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから行ったとは認められない。



 

近畿（大阪）厚生年金 事案 14071 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険の資格取得日は平成 17年６月１日、資

格喪失日は 18 年３月２日であると認められることから、申立期間に係る厚生

年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要

である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については 11万円とすることが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年６月１日から 18年３月頃まで 

私は、申立期間について、Ａ社に勤務していたが、年金事務所の記録によ

ると、当該期間の厚生年金保険の加入記録が無い。しかし、当該期間の給与

支給明細書を見ると、事業主により給与から厚生年金保険料が控除されてい

たことが確認できるので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録から、申立人が平成 17年６月１日から 18年３月 16日

までの期間において、Ａ社に勤務していたことが確認できる。 

また、申立人から提出されたＡ社発行の給与支給明細書により、平成 17年

６月分から 18年２月分までの給与から厚生年金保険料が控除されていたこと

が確認できる 

一方、オンライン記録によると、当初、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所

となった日は、平成 17年６月１日と記録されていたところ、事業実態が確認

できないことを理由に社会保険事務所（当時）が 18年３月２日付けで、遡っ

て新規適用の取消処理を行っており、当該処理に伴って、申立人を含む 131

人の被保険者全員について、資格取得時に遡って被保険者資格の取消処理が

行われていることが確認できる。 

しかし、前述の雇用保険の加入記録、申立人に係る雇用契約書及び申立人

から提出された給与支給明細書から、申立人のＡ社における勤務実態が確認

できる上、元従業員及び委託先の社会保険労務士事務所の陳述から判断する



と、同社は申立期間において、事業実態があったと認められる。 

また、Ａ社は、年金事務所が保管する同社に係る滞納処分票の事跡から、

同社が申立期間当時、厚生年金保険料を滞納しており、社会保険事務所の担

当者と保険料の納付について折衝を行っていた経過が確認できる。 

これらを総合的に判断すると、Ａ社は、申立期間において、厚生年金保険

法に定める適用事業所としての要件を満たしていたと認められ、社会保険事

務所が、同社について事業実態がなかったとして、遡及して適用事業所の認

可を取り消す合理的な理由は見当たらないことから、申立人の被保険者資格

に係る有効な記録の訂正があったとは認められない。 

したがって、申立人のＡ社における資格取得日は、事業主が、社会保険事

務所に当初届け出た平成 17年６月１日、資格喪失日は遡及して適用事業所の

取消処理がされた 18年３月２日であると認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当

初届け出た 11万円とすることが妥当である。 



 

近畿（大阪）厚生年金 事案 14072 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録

を昭和 43年 10 月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

  住    所 ：  

  

  

  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年 10月 21日から同年 11月１日まで 

厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、申立期間の被

保険者記録が無いとの回答を受けた。申立期間は、Ｂ社から関連会社であ

るＡ社に転籍した時期であり、継続して勤務していたので、厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び複数の元同僚の陳述から判断すると、申立人は、

Ｂ社からＡ社に転籍した間も継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人及び複数の元同僚は、申立期間当時、Ｂ社が持っていたＣ県

下全域の商権を地域で分割することになり、Ａ社のほか２社が同時に設立さ

れたことに伴って、Ｂ社の一部の従業員が３社に異動した旨陳述している。 

さらに、申立人及び前述の複数の元同僚は、異動の前後で仕事内容及び給

与形態等に変更はなく、申立期間当時も手取り額に増減はなかった旨陳述し

ている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料

をＡ社の事業主により給与から控除されていたと認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 43

年 11月の社会保険事務所(当時)の記録から、３万円とすることが妥当である。 

一方、年金事務所の記録によれば、Ａ社は、昭和 43 年 11 月１日に厚生年



金保険の適用事業所となっているが、それ以前は申立期間を含めて適用事業

所としての記録が無い。 

しかし、Ａ社に係る商業登記簿謄本により、同社は、昭和 43 年 10 月＊日

に設立されたことが確認できる上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿において、同社が厚生年金保険の適用事業所となった日に被保険者資

格を取得している 47 人のうち、申立人と同様の申立てをしている 11 人（申

立人を含む。）の雇用保険の被保険者記録を見ると、全員が同社の設立日に、

同社における雇用保険の被保険者としての資格を取得していることが確認で

きることから、申立期間当時、同社は当時の厚生年金保険法に定める適用事

業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は当時の資料が無く不明としているが、上記のとおり、申立期

間においてＡ社は、適用事業所としての要件を満たしていながら、社会保険

事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、社会保険事

務所は、申立人の申立期間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



 

近畿（大阪）厚生年金 事案 14073 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に

係る記録を昭和 31年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 4,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年４月１日から同年５月７日まで 

厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務し

ていた期間のうち、申立期間の記録が無いとの回答を受けた。 

申立期間についても、Ａ社において、何回か転勤はあったが退職するこ

となく継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、事業所の回答及び複数の元同僚の陳述から判断する

と、申立人は、申立期間もＡ社に継続して勤務し（Ａ社Ｃ工場から同社Ｂ工場

に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人と一緒にＡ社Ｃ工場から同社Ｂ工場に異動

したとする同僚に係る従業員名簿の記録から、同社Ｂ工場における資格取得日

を昭和 31年４月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭

和 31 年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 4,000 円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は資料が無く不明としており、このほかに確認できる関連資料及



び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。



 

近畿（大阪）厚生年金 事案 14074 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたと認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 16年８

月 10日は 26万円、同年 12月 10日は 25万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月 10日 

           ② 平成 16年 12月 10日 

年金事務所からの照会文書により、Ａ社（現在は、Ｂ社）から平成 16年

８月及び同年 12月に支給された賞与の記録が抜けていることが分かった。 

申立期間に賞与を支給され、厚生年金保険料も控除されていたと思うの

で、標準賞与額の記録を追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社提出の平成 16年分給与所得に対する所得税源泉徴収簿から、申立人は、

事業主から申立期間①及び②に係る賞与の支払を受け、その賞与から厚生年

金保険料を控除されていたことが認められる。 

また、複数の同僚提出の賞与明細一覧から、Ａ社は、ⅰ）介護保険料を平

成 16 年８月及び同年 12 月の賞与から控除していなかったこと、ⅱ）同年 10

月１日の厚生年金保険料率改定前の料率に基づく保険料を同年 12月の賞与か

ら控除していたことが推認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申

立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これ

らの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、前述の複数の同僚提出の賞与明細一覧及び申立人に係る源泉



徴収簿を基に算出した保険料控除額により、申立人の申立期間①に係る標準

賞与額については 26 万円、申立期間②に係る標準賞与額については 25 万

4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当

たらないことから、行ったとは認められない。 



 

近畿（大阪）厚生年金 事案 14075 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたと認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 16年８

月 10日は 27万円、同年 12月 10日は 26万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月 10日 

           ② 平成 16年 12月 10日 

年金事務所からの照会文書により、Ａ社（現在は、Ｂ社）から平成 16年

８月及び同年 12月に支給された賞与の記録が抜けていることが分かった。 

これらの期間には、いずれも 27万円の賞与が支給され、厚生年金保険料

も控除されていたと思うので、標準賞与額の記録を追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社提出の平成 16年分給与所得に対する所得税源泉徴収簿から、申立人は、

事業主から申立期間①及び②に係る賞与の支払を受け、その賞与から厚生年

金保険料を控除されていたことが認められる。 

また、複数の同僚提出の賞与明細一覧から、Ａ社は、ⅰ）介護保険料を平

成 16 年８月及び同年 12 月の賞与から控除していなかったこと、ⅱ）同年 10

月１日の厚生年金保険料率改定前の料率に基づく保険料を同年 12月の賞与か

ら控除していたことが推認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申

立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これ

らの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、前述の複数の同僚提出の賞与明細一覧及び申立人に係る源泉



徴収簿を基に算出した保険料控除額により、申立人の申立期間①に係る標準

賞与額については 27 万円、申立期間②に係る標準賞与額については 26 万

4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当

たらないことから、行ったとは認められない。 



 

近畿（京都）厚生年金 事案 14076 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたと認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 16年８

月 10日は 27万円、同年 12月 10日は 26万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月 10日 

           ② 平成 16年 12月 10日 

年金事務所からの照会文書により、Ａ社（現在は、Ｂ社）から平成 16年

８月及び同年 12月に支給された賞与の記録が漏れていることが分かった。 

申立期間に賞与を確実に支給されていたので、標準賞与額を正しく記録

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社提出の平成 16年分給与所得に対する所得税源泉徴収簿から、申立人は、

事業主から申立期間①及び②に係る賞与の支払を受け、その賞与から厚生年

金保険料を控除されていたことが認められる。 

また、複数の同僚提出の賞与明細一覧から、Ａ社は、ⅰ）介護保険料を平

成 16 年８月及び同年 12 月の賞与から控除していなかったこと、ⅱ）同年 10

月１日の厚生年金保険料率改定前の料率に基づく保険料を同年 12月の賞与か

ら控除していたことが推認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申

立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これ

らの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、前述の複数の同僚提出の賞与明細一覧及び申立人に係る源泉



徴収簿を基に算出した保険料控除額により、申立人の申立期間①に係る標準

賞与額については 27 万円、申立期間②に係る標準賞与額については 26 万

4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当

たらないことから、行ったとは認められない。 



 

近畿（大阪）厚生年金 事案 14077 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係

る標準報酬月額の記録を 13万 4,000円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年 10月１日から 51年８月１日まで 

昭和 50年 10月１日から 51年８月１日までの標準報酬月額について、本

来であれば 13 万 4,000 円と記録されるべきところ、記録では 11 万 8,000

円となっているので、年金事務所に手続をするように勤務先であるＡ社か

ら説明を受けた。当該期間の標準報酬月額の記録を正しい記録に訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、Ａ社における申立人の申立期間に係る標準報酬

月額は、11万 8,000円と記録されている。 

しかしながら、Ａ社が加入するＢ厚生年金基金提出の申立人に係る加入員

記録及びＣ健康保険組合提出の被保険者名簿において、申立人の申立期間に

係る標準報酬月額は、昭和 50年 10月の定時決定により 13万 4,000円と記録

されていることが確認できる。 

また、Ａ社の事務担当者は、「申立期間当時、厚生年金基金、健康保険組合

及び社会保険事務所に提出する社会保険関係の届書は、これらが複写式にな

った様式のものを使用しており、いずれも同じ内容であった。」旨陳述してい

る上、Ｂ厚生年金基金の事務担当者も、「届出様式は、申立期間当時から現在

まで複写式を使用している。」旨陳述していることから、Ａ社では申立期間当

時、当該厚生年金基金及び当該健康保険組合に提出された届書と同一のもの

を社会保険事務所に届け出ていたものと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、事業主が社会保険事務所に届け出た標準報

酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を 13万 4,000円に訂正すること

が必要である。 



 

近畿（福井）厚生年金 事案 14078 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 45年 12月 20日から 46年１月１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和 45 年

12月 20日に訂正し、当該期間に係る標準報酬月額を６万 8,000円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 11月 10日から 46年１月１日まで 

「厚生年金加入記録のお知らせ」を見て、Ａ社に勤務した期間のうち、

申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことが分かった。 

Ａ社には、その直前まで勤務していたＢ社の社命に基づき昭和 45 年 11

月 10日から勤務しており、同社発行の出向辞令書にも、同日付けをもって

Ａ社へ出向を命ずる旨記されている。 

また、昭和 45 年 12 月分の給料明細表を見ると、給与から厚生年金保険

料が控除されているので、申立期間に厚生年金保険被保険者であったこと

を認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＢ社から交付されたとする出向辞令書及びＡ社の役員の陳述から、

申立人が昭和 45年 11月 10日から同社に勤務していたと認められる。 

また、Ａ社の事業主作成の申立人に係る昭和 45年 12月分給料明細表を見る

と、当該給与から厚生年金保険料が控除されており、当該事業主も、「昭和 45

年 12 月分の給料から控除されている厚生年金保険料は、同年 12 月分だと思

う。」と陳述している。 

一方、申立人のＡ社における雇用保険被保険者資格の取得年月日と同社提出

の申立人に係る労働者名簿における雇入年月日が、いずれも昭和 45 年 12 月

20 日と記録されており、申立人のほかに雇用保険の加入記録が確認できる同



僚の雇用保険と厚生年金保険の被保険者資格の取得及び喪失記録は符合して

いることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 45 年 12

月20日から46年１月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、前述の給料明細表の厚生年金保

険料控除額から６万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、上記期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ

社は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、同社提出の申立

人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認通知書を見ると、同社が

申立人の資格取得日を昭和 46 年１月１日とする届出を行っていることが確認

できることから、社会保険事務所（当時）は申立人の当該期間に係る保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

ところで、申立期間のうち、昭和 45年 11 月 10日から同年 12 月 20日まで

の期間については、当該期間に自らが給与事務を行っていたとするＡ社の事業

主が、「申立人はいつから当社に勤務したか不明であり、昭和 45年 11 月に給

料を支給したかどうかも分からないので、当該給料から厚生年金保険料を控除

したかどうかも不明である。」と陳述するとともに、「仮に申立人が昭和 45 年

11 月 10 日に入社したとしても、毎月 25 日が給料締日、同日支払であること

から、11月分給料は（15日間の)日割り計算となるので、Ｂ社の辞令が有るか

らといって、そこから厚生年金保険料を控除したとは思えない。」と主張して

いる。 

また、上記期間について、Ｂ社は、「申立人に対して昭和 45 年 11月に給料

を支給したかどうかは不明であり、同月分の厚生年金保険料を控除したか否か

についても当時の資料が無いため確認できない。」旨文書で回答している。 

さらに、Ｂ社及びＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿のいずれか

において、申立期間に被保険者記録が有る者のうち、回答の有った 22 人（前

述のＡ社の役員を含む。）からは、申立人の上記期間における保険料控除につ

いて確認できる陳述は得られなかった。 

加えて、申立人は申立期間のうち、昭和 45 年 11 月 10 日から同年 12 月 20

日までの期間に係る給料明細表を保管しておらず、このほかに当該期間に係る

厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料は無く、控除をうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



 

近畿（滋賀）厚生年金 事案 14079 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記録を８

万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16年７月 30日 

年金事務所からの照会文書により、Ａ社に勤務した期間に支給された申

立期間の賞与の記録が無いことが分かった。保管している賞与明細書のと

おり、申立期間に賞与が支給されていたので、当該期間の標準賞与額を記

録してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の夏期賞与明細書及び給与振込口座の記録から、申立人は、Ａ

社から申立期間に係る賞与の支払を受け、８万 4,000 円の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 



 

近畿（兵庫）厚生年金 事案 14080 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 40 年３月 21 日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を３万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

 住    所 ：  

 

   

   

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年３月 21日から同年４月 15日まで 

年金事務所からの照会文書により、申立期間に係る厚生年金保険の加入

記録が無いことが分かった。 

Ｃ社に入社後、昭和 39年初頭には関連会社のＡ社に異動となった。転籍

の前後で業務内容に変化はなく、退職まで継続して勤務し、給与から厚生

年金保険料を控除されていたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、複数の同僚の陳述、同僚提出の辞令書及び申立人がＡ

社の慰安旅行時に撮影されたものであるとする写真から判断すると、申立人

は、申立期間も同社に継続して勤務し（Ｃ社Ｄ支店からＡ社に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、異動日については、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を

見ると、申立人の被保険者資格の喪失日が昭和 40年３月 21日と記されている

ところ、Ｂ社の担当者が、申立人が所属していたＣ社Ｄ支店は、39 年４月頃

にＡ社に吸収合併されたと陳述しており、申立人と同じ期間が未加入期間とな

っている複数の同僚が、当該期間は同社に勤務し、同社から給与が支給されて

いたと陳述していることから判断すると、同社における被保険者資格の取得日



を 40年３月 21日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 40

年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 6,000円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が、申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ｂ社は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 



 

近畿（大阪）厚生年金 事案 14081 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたと認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 102万 5,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16年６月 18日 

年金事務所からの照会文書により、Ａ社において、平成 16年６月に支給

された賞与の記録が無いことが分かった。 

当該賞与から厚生年金保険料を支払っているにもかかわらず、年金記録

から抜けているので、標準賞与額を正しく記録してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びＡ社提出の賞与明細、同社提出のＢ報酬の支給に関する社内連

絡文書、同社の回答並びにＣ健康保険組合提出の申立人に係る適用台帳によ

り、申立人は、申立期間に係る賞与から、102万 5,000円の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主が当該賞与に係る保険料を納付していないことを認め

ており、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人の当該期間に係る標準

賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

近畿（大阪）厚生年金 事案 14082 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたと認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 98 万 6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16年６月 18日 

Ａ社から、平成 16年７月に同社本社から同社Ｂ支店に転勤したことが原

因で、同年６月に支給された賞与に係る届出ができなかったと思われる旨

の説明を受けた。 

賞与明細のとおり、当該賞与からは厚生年金保険料が控除されているの

で、標準賞与額を正しく記録してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びＡ社提出の賞与明細、同社提出のＣ報酬の支給に関する社内連絡

文書、同社の回答並びにＤ健康保険組合提出の申立人に係る適用台帳により、

申立人は、申立期間に係る賞与から、98 万 6,000 円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主が当該賞与に係る保険料を納付していないことを認めて

おり、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人の当該期間に係る標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

近畿（大阪）厚生年金 事案 14083 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたと認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 114万 2,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16年６月 18日 

年金事務所からの照会文書により、Ａ社から平成 16年６月に賞与を支給

された際、厚生年金保険料が引かれていたにもかかわらず、当該賞与の記

録が無いことが分かった。 

該当する賞与明細を提出するので、標準賞与額を正しく記録してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びＡ社提出の賞与明細、同社提出のＢ報酬の支給に関する社内連

絡文書、同社の回答並びにＣ健康保険組合提出の申立人に係る適用台帳によ

り、申立人は、申立期間に係る賞与から、114万 2,000円の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主が当該賞与に係る保険料を納付していないことを認

めており、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人の当該期間に係る

標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

近畿（大阪）厚生年金 事案 14084 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたと認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16年６月 18日 

年金事務所からの照会文書により、Ａ社において、平成 16年６月に支給

された賞与の記録が漏れていることが分かった。 

賞与明細を提出するので、標準賞与額を正しく記録してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びＡ社提出の賞与明細、同社提出のＢ報酬の支給に関する社内連

絡文書、同社の回答並びにＣ健康保険組合提出の申立人に係る適用台帳によ

り、申立人は、申立期間に係る賞与から、150万円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主が当該賞与に係る保険料を納付していないことを認

めており、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人の当該期間に係る

標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

近畿（兵庫）厚生年金 事案 14085 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社)Ｃ支店におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 51年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を 20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和２年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年３月 31日から同年４月１日まで 

年金事務所から送られてきた手紙により、夫がＡ社に勤務した期間のう

ち、同社Ｃ支店から同社Ｄ支店に異動する直前の時期に当たる申立期間の

厚生年金保険の加入記録が無いことが分かった。 

夫はＡ社には、昭和 21 年３月から 57 年３月までの期間、継続して勤務

しており、申立期間にも厚生年金保険料を控除されていたので、当該期間

を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｂ社提出の人事記録、申立人の妻提出の辞令書及び複

数の同僚の陳述から判断すると、申立人は申立期間もＡ社に継続して勤務し

（昭和 51 年４月１日にＡ社Ｃ支店から同社Ｄ支店に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 51年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、20万円とすることが妥当

である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主が、申立人の資格の喪失に係る届出を社会保険事務所に



誤って提出し、申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めて

いることから、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 51 年３月の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



 

近畿（京都）厚生年金 事案 14086 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 44年７月 21日から同年８月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を同年８月１日

に訂正し、当該期間の標準報酬月額を５万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44年７月 21日から同年８月１日まで 

② 昭和 48年７月 31日から同年８月１日まで 

申立期間①は、Ａ社から同社の関連会社であるＢ社に転籍した時期に当

たるが、異動の前後で給与額の変動はなく、継続して勤務していた。 

また、年金記録確認Ｃ地方第三者委員会（当時）から、上記事業所間の

転籍時に空白期間が有る同僚について記録の訂正が認められたと聞いた。 

申立期間②は、Ｄ社からＥ社に転籍した時期に当たり、Ｄ社が誤って喪

失日を月末と届け出たのだと思う。私は、兄が昭和 48年頃にＥ社を作った

ことに伴って、同人が事業主であったＤ社からＥ社に転勤し、Ｆ業務等の

業務に従事していた。 

申立期間①及び②のいずれの期間においても異動しただけであり、同じ

ように勤務していたので、これらの期間に厚生年金保険被保険者であった

と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社及びＢ社における複数の同僚並びに給与計算事

務担当者の陳述から判断すると、申立人は当該期間も継続してＡ社に勤務し

（Ａ社からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認められる。 

なお、異動日については、申立人が「Ｂ社設立当初に、Ａ社からＢ社に十数



人が第一弾として、私より１か月ほど先に異動した。」旨、また、当該第一弾

として異動したとされる元同僚の一人が「申立人の方が１か月遅れて異動した

ように思う。」旨、それぞれ符合する陳述をしているところ、Ｂ社の設立日が

昭和 44 年６月＊日であり、同社が適用事業所となった日が、同社設立日の約

１か月後の同年８月１日であることを考え合わせると、当該適用事業所となっ

た日と同日の同年８月１日とすることが妥当である。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 44

年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、５万 2,000円とすることが妥当

である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、Ａ社は昭和 45年 10月に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっている上、当時の事業主は既に死亡しており、このほかに当該期間に係る

保険料控除について確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。  

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当

たらないことから、行ったとは認められない。 

申立期間②については、雇用保険の加入記録及び複数の同僚の陳述から、

申立人が、Ｄ社の事業主が新たに設立したＥ社に転籍し、当該期間に同社で勤

務していたことがうかがえる。 

しかしながら、年金事務所の記録によると、Ｅ社が厚生年金保険の適用事

業所となったのは昭和 48 年８月１日であり、申立期間②においては適用事業

所ではないことが確認できる。 

また、Ｄ社及びＥ社はいずれも全喪しており、申立期間当時の双方の事業

主（同一人）は死亡している上、当該２社の後継会社も申立人の申立期間当時

の資料を保管していない旨回答している。 

さらに、申立人は、Ｄ社及びＥ社の申立期間における給与事務担当者の氏

名を記憶しているが、一人は連絡先不明で、もう一人も自身の当時の業務内容

について記憶していないと陳述しており、これらの者から申立人の勤務実態及

び保険料控除の状況について確認することができない。 

加えて、Ｅ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、同社が

厚生年金保険の適用事業所となった日に被保険者資格を取得している者９人

（申立人を除く。）からは、当該資格取得日より前の期間について給与から厚

生年金保険料を控除されていたとする陳述を得ることができなかった。 

なお、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立人は、

昭和 48 年５月１日にＥ社で雇用保険の被保険者資格を取得して以降も、申立

期間の直前まで、同社で厚生年金保険に加入しているが、商業登記簿の記録に



よると、Ｄ社とＥ社は別業種の事業所であることが確認できる上、申立人を含

む複数の元従業員が、「申立人の兄がＤ社及びＥ社の事業主だったが、当該２

社は別会社であり、給与計算は別々にやっていた。」旨、また、申立人自身も

「Ｅ社に異動した後は、兼業することなく同社の仕事に専念しており、同社か

ら給与が出ていた。」旨、それぞれ陳述していることから、申立人が、Ｅ社に

勤務していた期間にもＤ社において厚生年金保険料を控除されていたとまで

は認められない。 

このほか、申立人が当該期間において厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



近畿（大阪）厚生年金 事案 14087 

 

第１ 委員会の結論 

総務大臣から平成23年８月23日付けで行われた申立人の年金記録に係る苦

情のあっせんについては、同日後に新たな事実が判明したことから、当該あっ

せんによらず、厚生年金保険法の規定に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 80万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

  住    所 ：  

  

  

  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 16年 12月 15日 

Ａ社Ｂ工場から申立期間に賞与が支給され、同社保管の資料では、厚生

年金保険料が控除されていることが確認できる。 

しかし、年金事務所における申立期間の記録は、年金給付に反映されな

いものとなっているので、申立期間に係る標準賞与額の記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る標準賞与額については、申立人から提出された給与明細書及

びＡ社Ｂ工場提出の申立人に係る賃金台帳により、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたこと、及び事業主は申立人に係る

保険料を納付する義務を履行していないと認められることから、既に年金記録

確認大阪地方第三者委員会（当時）で決定したあっせん案の報告に基づき、平

成 23年８月 23日付けで、総務大臣から年金記録に係る苦情のあっせんが行わ

れている。 

しかし、当該あっせん後の同一事業所、同一申立期間に係る同僚 94 人の申

立てにおける調査の中で、厚生年金保険被保険者賞与支払届総括表（以下「総

括表」という。）に記載されている被保険者数は 299 人であったものが、赤字

で 200人に訂正されている事跡がある点について、Ａ社Ｂ工場の所在地を管轄

する年金事務所は、「被保険者数の訂正をどこで行ったものか判断はできない

が、事業所に事前連絡は可能であり、事務処理を誤った可能性がある。」とし

ている。 



また、Ａ社Ｂ工場及びＣ健康保険組合は、「当該総括表を赤字で訂正するこ

とはない。」としているが、日本年金機構Ｄブロック本部Ｅ事務センター（以

下「Ｅ事務センター」という。）は、「当該総括表を赤字で訂正することはある。」

としていることなどから、当該総括表は、社会保険事務所（当時）到達後に訂

正されたものであることが推認できる。 

さらに、Ａ社Ｂ工場が加入するＣ健康保険組合において、申立人を含む 299

人について申立期間における標準賞与額に係る記録が確認できるところ、同健

康保険組合は、「申立期間に係る賞与支払届等は保管していないが、申立期間

当時、Ａ社Ｂ工場から提出された健康保険被保険者賞与支払届及び健康保険被

保険者賞与支払届総括表は３枚複写であり、当組合から社会保険事務所に回送

していた。回送する際、当組合で受け付けた人数分の同賞与支払届があること

をきちんと確認していた。」としている。 

加えて、Ｅ事務センターは、「申立期間当時、事業所を管轄する社会保険事

務所では、総括表の被保険者数と厚生年金保険被保険者賞与支払届（以下「賞

与支払届」という。）の人数が相違するとき、基本的には事業所に確認し、総

括表の被保険者数が異なる場合には訂正していた。」としているところ、Ｃ健

康保険組合に 299人分の当該賞与支払届を提出したＡ社Ｂ工場が、社会保険事

務所から当該総括表の被保険者数についての問合せに対して、200人と回答す

るとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が主張する標準賞与額（80

万円）に係る届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。



近畿（奈良）厚生年金 事案 14088 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成２年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 41 万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年６月 30日から同年７月１日まで 

Ａ社に正社員として継続して勤務していたが、申立期間の厚生年金保険

被保険者の記録が空白となっている。申立期間当時、同社から同社の関連

会社であるＢ社に出向したが、退職することはなかったし、給与から厚生

年金保険料も控除されていたので、当該期間も被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳兼源泉徴収簿、雇用保険の被保険者記録及び複

数の同僚の陳述等から判断すると、申立人は、同社及びその関連会社であるＢ

社に継続して勤務し（Ａ社からＢ社に出向）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、Ａ社の回答等から、平成２年７月１日とすること

が妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における賃金台帳

兼源泉徴収簿で確認できる平成２年６月の厚生年金保険料控除額から、41 万

円とすることが妥当である。 

なお、申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を平成２年７月１日と届け出た

にもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年６月 30 日と記録する



ことは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日として届

け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の保険料について納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。



近畿（滋賀）厚生年金 事案 14089 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成 22年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 22年 10月 31日から同年 11月１日まで 

Ａ社には平成 22年 10月 31日まで勤務したのに、厚生年金保険被保険者

の資格喪失日は同日となっており、申立期間の被保険者記録が無い。 

当該期間も厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給料支払明細書並びにＡ社の給与、社会保険業務を行

っていたＢ社から提出された申立人のタイムカード、退職願及び賃金台帳等に

より、申立人は、Ａ社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、前述の賃金台帳及び給料支払明

細書において確認できる厚生年金保険料控除額から、20 万円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は申立期間に係る厚生年金保険料について納付していないことを認めてい

る上、事業主から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知

書によると、申立人の資格喪失日は平成 22 年 10月 31日と記載されているこ

とが確認できることから、事業主が同日を厚生年金保険被保険者の資格喪失日

として届け、その結果、年金事務所は、申立人に係る同年 10 月の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず（年金事務所が納入の告知を行ったものの、そ

の後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る同年 10 月の保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



近畿（奈良）厚生年金 事案 14090 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 59年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年５月 31 日から同年６月１日まで 

私は、昭和 55年７月から平成２年９月まで、Ａ社及びＢ社においてＣ職

として勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険被保険者の記録による

と、昭和 59年５月 31日から同年６月１日までの記録が欠落しているので、

調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

商業登記簿によると、Ｂ社の会社成立時の代表取締役名及び本店所在地がＡ

社と同一であることが確認できることなどから、申立期間当時、両社は関連企

業であったと認められる。 

また、Ｂ社は昭和 59年６月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、

同日付けで被保険者資格を取得している申立人を含む 16 人は、全てＡ社から

の転籍者である上、当該 16人のうち、陳述が得られた複数の元同僚は、「申立

人は、申立期間も勤務していた。私たちは、申立期間も勤務場所、職務内容及

び勤務形態等に変更は無く、継続して勤務していた。」と陳述していることか

ら判断すると、申立人は、申立期間もＡ社に継続して勤務していたことが認め

られる。 

さらに、Ｂ社における申立期間後の社会保険事務担当者は、「申立期間当時

は、給与計算及び社会保険事務はＡ社で一括して行われており、申立期間も給

与から厚生年金保険料が控除されていた。」と陳述している上、上記複数の元



同僚も、「申立期間も給与から厚生年金保険料が控除されていたと思う。」旨陳

述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間もＡ社において勤務し、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 59

年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、22 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているものの、事業主が資格喪失日を昭和 59 年６月１日と届け

出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年５月 31 日と誤って記録す

ることは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行っ

ておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付される

べき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



近畿（京都）厚生年金 事案 14091 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年３月 26日から 35年５月 26日まで 

             ② 昭和 35年７月１日から 36年９月 30日まで 

             ③ 昭和 36年 10月１日から 37年 12月 29日まで 

             ④ 昭和 40年 11月 18日から 41年４月 16日まで 

             ⑤ 昭和 41年５月４日から同年 11月１日まで 

私が勤務した申立期間①のＡ社、申立期間②のＢ社、申立期間③のＣ社、

申立期間④のＤ社及び申立期間⑤のＥ社について、脱退手当金が支給され

たことになっている。しかし、私は、脱退手当金を請求も受給もしていな

いので、調査の上、当該期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者期間

をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間に係る脱退手当金の支給

決定日より前にあるＦ社及びＧ社に係る被保険者期間については、その計算の

基礎とされておらず未請求となっているが、請求に当たり、これら２社に係る

被保険者期間を失念するとは考え難い上、未請求となっている当該被保険者期

間と申立期間である５社の被保険者期間とは同一の厚生年金保険被保険者台

帳記号番号で管理されていたにもかかわらず、脱退手当金の計算の基礎とされ

ていないことは事務処理上、不自然である。 

また、申立期間における厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿及び健康

保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の申立人の氏名は、変更処理が行われ

ておらず、申立期間の脱退手当金が昭和 42年７月 26日に支給決定されたこと



を踏まえると、申立期間の脱退手当金は旧姓で請求されたものと考えられる

が、申立人は、41年 12月＊日に婚姻し、改姓していることから、申立人が脱

退手当金を請求したとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14092 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①及び③に係る標準報酬月額の記録については、当該期

間のうち、平成３年 11月及び同年 12月は 26万円、９年８月及び同年９月は

15万円、19年９月から同年 12月までは 26万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

次に、申立人の申立期間①及び③に係る標準報酬月額の記録については、

当該期間のうち、平成９年 10 月は 15 万円、13 年４月から 14 年６月までは

50 万円、同年７月及び同年８月は 30 万円、同年 10 月から同年 12 月までは

20万円、19年８月は 26万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 平成３年 11月１日から 11年３月 31日まで 

② 平成 11年３月 31日から 13年４月１日まで 

③ 平成 13年４月１日から 20年４月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録を照会したところ、Ａ社に勤

務した期間のうち、申立期間①及び③の標準報酬月額が実際に受け取って

いた給与支給額と相違していることが判明した。 

また、申立期間②は、Ａ社に継続して勤務したのに、厚生年金保険の被

保険者となっていないのは納得できない。 

申立期間①及び③を正しい標準報酬月額に訂正するとともに、申立期間

②を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び③の標準報酬月額の相違について申し立てている



が、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ

る保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内

であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定すること

となる。 

したがって、申立期間①及び③のうち、平成３年 11 月１日から４年１月１

日までの期間及び19年９月１日から20年１月１日までの期間に係る標準報酬

月額については、申立人から提出されたＢ市発行の市民税県民税課税明細書及

び給与所得の源泉徴収票（以下「源泉徴収票」という。）並びに申立期間当時

の顧問税理士（以下「元顧問税理士」という。）から提出された賃金台帳及び

支給月別一覧表において推認できる厚生年金保険料控除額から、３年 11 月及

び同年 12 月は 26 万円、19 年９月から同年 12 月までは 26 万円とすることが

妥当である。 

また、申立期間①のうち、平成９年８月１日から同年 10 月１日までの期間

に係る標準報酬月額については、元顧問税理士から提出された賃金台帳、給与

所得者に対する所得税源泉徴収簿（以下「源泉徴収簿」という。）、年末調整一

覧表及び支給月別一覧表において確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控

除額から、15万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は申立期間当時の資料は既に廃棄済みのため不明としており、こ

のほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかで

ないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことか

ら、行ったとは認められない。 

次に、申立期間①及び③のうち、平成９年 10月１日から同年 11月１日まで

の期間、13 年４月１日から 14 年９月１日までの期間及び同年 10 月１日から

15 年１月１日までの期間に係る標準報酬月額については、申立人から提出さ

れた源泉徴収票及びＣ市発行の市民税県民税課税明細書（以下「課税明細書」

という。）並びに元顧問税理士から提出された賃金台帳、源泉徴収簿、年末調

整一覧表及び支給月別一覧表において確認できる報酬月額及び厚生年金保険

料控除額から、９年 10月は 15万円、13年４月から 14年６月までは 50万円、

同年７月及び同年８月は 30万円、同年 10月から同年 12月までは 20万円とす

ることが妥当である。 

また、申立期間③のうち、平成 19 年８月１日から同年９月１日までの期間

に係る標準報酬月額については、申立人から提出された源泉徴収票並びに元顧



問税理士から提出された賃金台帳及び支給月別一覧表において推認できる厚

生年金保険料控除額から、26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は申立期間当時の資料は既に廃棄済みのため不明としているもの

の、平成９年 10 月１日から同年 11 月１日までの期間及び 19 年８月１日から

同年９月１日までの期間について、元顧問税理士から提出された９年８月 11

日付け及び 18 年７月４日付けの健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬決定

通知書において記載されている標準報酬月額が、いずれもオンライン記録と一

致していることから、当該期間について、事業主は、社会保険事務所の記録ど

おりの標準報酬月額に基づく報酬月額を社会保険事務所に届け、その結果、社

会保険事務所は賃金台帳等で確認できる標準報酬月額に見合う保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

また、平成 13 年４月１月から 14 年９月１日までの期間及び同年 10 月１日

から 15 年１月１日までの期間について、元顧問税理士から提出された前記の

賃金台帳等において確認できる報酬月額及び保険料控除額に見合う標準報酬

月額とオンライン記録における標準報酬月額が長期にわたり一致していない

ことから、当該期間について、事業主は賃金台帳等で確認できる報酬月額及び

保険料控除額に見合う報酬月額を社会保険事務所に届け出ておらず、その結果、

社会保険事務所は、当該標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

一方、申立期間①及び③のうち、平成５年１月１日から９年８月１日までの

期間、同年 11月１日から 11年３月 31日までの期間、14年９月１日から同年

10 月１日までの期間及び 15 年１月１日から 19 年８月１日までの期間におけ

る申立人の標準報酬月額については、申立人から提出された源泉徴収票、課税

明細書及び確定申告書（控え）並びに元顧問税理士から提出された賃金台帳、

源泉徴収簿、年末調整一覧表、支給月別一覧表及び給与明細一覧表により確認

又は推認できる厚生年金保険料控除額及び報酬月額のそれぞれに見合う標準

報酬月額のいずれか低い方の額は、オンライン記録の標準報酬月額に比べて同

額又は低額であることから、当該期間は特例法による保険給付の対象には当た

らないため、あっせんは行わない。 

また、平成４年１月１日から５年１月１日までの期間及び 20 年１月１日か

ら同年４月１日までの期間における申立人の標準報酬月額については、報酬月

額及び厚生年金保険料控除額の双方を確認できる給与明細書等の資料が無い

ことから、申立人の主張する標準報酬月額に基づく保険料控除を確認すること

ができない。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生



年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

次に、申立期間②について、申立人から提出された源泉徴収票、課税明細書

及び確定申告書（控え）並びに元顧問税理士から提出された賃金台帳、源泉徴

収簿、年末調整一覧表、支給月別一覧表及び給与明細一覧表によると、当該期

間において、申立人の給与が支給されていることが確認できることから、申立

人は、当該期間もＡ社に継続して勤務していたことが推認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社は、平成 11年３月 31日に厚生年金

保険の適用事業所ではなくなっており、再度、厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは 13 年４月１日であり、申立期間②において、同社は厚生年金保険の

適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、全国健康保険協会の記録によると、申立人は平成 11年３月 31日から

13年３月 31日までの期間、健康保険の任意継続被保険者であったことが確認

できるところ、元顧問税理士から提出された前記の賃金台帳等によると、11

年３月から 13 年２月までの厚生年金保険料は控除されていない上、申立人か

ら提出された前記の源泉徴収票等において確認できる保険料控除額は、任意継

続被保険者期間の健康保険料額に相当する。 

さらに、元顧問税理士から提出された前記の賃金台帳等において、任意継続

被保険者資格を喪失した平成 13 年３月の厚生年金保険料控除も確認できない。 

このほか、申立人が申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。



近畿（兵庫）厚生年金 事案 14093 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に係る

記録を昭和 45 年 11 月 15 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 9,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 11月 15日から同年 12月 16日まで 

年金記録を確認したところ、Ａ社Ｃ工場から同社Ｂ工場に転勤した昭和

45 年 11 月 15 日から同年 12 月 16 日までの期間が、厚生年金保険の空白期

間となっていることが分かった。 

転勤した際に退職していないことから、継続して勤務していたことは間

違いないので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、複数の同僚の陳述及び当該同僚に係る厚生年金保

険の被保険者記録から判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し(Ａ社Ｃ

工場から同社Ｂ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人と一緒にＡ社Ｃ工場から同社Ｂ工場へ異動

したことが確認できる同僚 17 人のうち 10 人は、「異動日は昭和 45 年 11 月

15日であった。」と陳述していることから、同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭

和 45年 12月の社会保険事務所(当時)の記録から、３万 9,000円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業



主は不明であるとしており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらない

ことから、行ったとは認められない。



近畿（滋賀）厚生年金 事案 14094 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所(当時)に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る

標準報酬月額の記録を 36万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年 10月１日から２年７月１日まで 

Ａ社Ｂ店で勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、その前後

の期間の標準報酬月額と比べて低い金額になっており、給与明細表を調べ

たところ、控除された厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額と異なって

いる。 

申立期間の給与明細表を提出するので、標準報酬月額の記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社Ｂ店における申立期間の標準報酬

月額は 11万円と記録されているが、同社から提出された管轄社会保険事務所

長の押印が有る「標準報酬の決定について(通知)」及び「健康保険厚生年金

保険被保険者標準報酬決定通知書」によると、申立人の平成元年 10月からの

標準報酬月額は 36万円として届出され、決定されたことが確認できる。 

また、申立人から提出された申立期間の給与明細表によると、申立人が主

張する標準報酬月額（36 万円）に基づく厚生年金保険料が事業主により給与

から控除されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主が社会保険事務所に届け出た標準報

酬月額は 36万円であると認められることから、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額の記録を 36万円に訂正することが必要である。



近畿（京都）厚生年金 事案 14095 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 150 万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

  住    所 ：  

  

  

  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年７月 11日 

平成 17年７月に支給された役員賞与から厚生年金保険料が控除されてい

たので、年金給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与支給明細書及びＡ社から提出された賃金台帳に

より、申立人は、申立期間において 540万円の賞与が支給され、申立期間当時

の標準賞与額の上限である 150 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に

ついては 150万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当時の

事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。



近畿（京都）厚生年金 事案 14096 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 150 万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

  住    所 ：  

  

  

  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年７月 11日 

平成 17年７月に支給された役員賞与から厚生年金保険料が控除されてい

たので、年金給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与支給明細書及びＡ社から提出された賃金台帳に

より、申立人は、申立期間において 180 万円の賞与が支給され、申立期間当

時の標準賞与額の上限である 150 万円に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与

額については 150万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当

時の事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事

務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。



近畿（京都）厚生年金 事案 14097 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 150 万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

   住    所 ：  

 

 

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年７月 11日 

平成 17年７月に支給された役員賞与から厚生年金保険料が控除されてい

たので、年金給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与支給明細書及びＡ社から提出された賃金台帳に

より、申立人は、申立期間において 420 万円の賞与が支給され、申立期間当

時の標準賞与額の上限である 150 万円に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与

額については 150万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当

時の事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事

務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。



近畿（京都）厚生年金 事案 14098 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立

期間における標準賞与額に係る記録を 150万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

   住    所 ：  

 

 

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年７月 11日 

平成 17年７月に支給された役員賞与から厚生年金保険料が控除されてい

たので、年金給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与支給明細書及びＡ社から提出された賃金台帳に

より、申立人は、申立期間において 400 万円の賞与が支給され、申立期間当

時の標準賞与額の上限である 150 万円に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与

額については 150万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当

時の事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事

務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。



近畿（京都）厚生年金 事案 14099 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立

期間における標準賞与額に係る記録を 150万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

  住    所 ：  

  

  

  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年７月 11日 

平成 17年７月に支給された役員賞与から厚生年金保険料が控除されてい

たので、年金給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与支給明細書及びＡ社から提出された賃金台帳に

より、申立人は、申立期間において 420 万円の賞与が支給され、申立期間当

時の標準賞与額の上限である 150 万円に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与

額については 150万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当

時の事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事

務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。



近畿（京都）厚生年金 事案 14100 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 150 万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年７月 11日 

平成 17年７月に支給された役員賞与から厚生年金保険料が控除されてい

たので、年金給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与支給明細書及びＡ社から提出された賃金台帳に

より、申立人は、申立期間において 340万円の賞与が支給され、申立期間当時

の標準賞与額の上限である 150 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に

ついては 150万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当時

の事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。



近畿（奈良）厚生年金 事案 14101 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録

を平成 15 年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 18 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年２月 28日から同年３月１日まで 

年金事務所の記録では、私のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格

喪失日が平成 15 年２月 28 日と記録されているが、私は当該喪失日まで勤

務していたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された勤務実績表、Ａ社から提出された申立人に係る平成

15 年２月分の給料支給明細書の控え及び雇用保険の加入記録により、申立人

は、同社に同年２月 28 日まで勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上述の給料支給明細書により確

認できる厚生年金保険料控除額及び報酬月額から、18 万円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は申立人の資格喪失日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対し誤って提出したことを認めていることから、社会保険事務所は、申

立人に係る平成 15 年２月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保

険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14102 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成８年２月21日から同年４月30日までの期間について、

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張す

る標準報酬月額であったことが認められることから、当該期間に係る標準報酬

月額の記録を 20万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち、平成８年４月 30 日から同年５月１日までの期間に

ついて、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、同年５

月１日であると認められることから、当該期間の資格喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については 20万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  女 

  基礎年金番号  ：   

  生 年 月 日  ：  昭和 38年生 

  住    所  ：   

  

  

  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 平成８年２月 21日から同年４月 30日まで 

            ② 平成８年４月 30日から同年５月１日まで 

年金事務所から、Ａ社に係る標準報酬月額及び資格喪失日の記録が遡って

変更されていると連絡があった。 

当時の給与は手当を合わせて 19万 5,000円であり、平成８年４月 30日ま

で勤務したことは間違いない。 

正しい標準報酬月額及び資格喪失日が確認できる給料支払明細書等を提

出するので、申立期間について、適正な標準報酬月額及び資格喪失日に訂正

してほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、

当初、20万円と記録されていたところ、平成８年７月 17日付けで、資格取得

日である同年２月 21日に遡及して９万 8,000 円に引き下げられていることが

確認できる。 

また、Ａ社の元代表取締役は、「当時、社会保険料を滞納していたため、社

会保険事務所から提案された従業員の標準報酬月額を遡って引き下げる処理



に同意した。」旨陳述しているところ、オンライン記録によると、同社におい

て厚生年金保険に加入していた申立人以外の従業員全員の標準報酬月額も、申

立人と同様に平成８年７月 17 日付けで、資格取得日に遡及して引き下げられ

ていることが確認できる。 

さらに、申立人から提出された給料支払明細書及び給与支払報告書（市区町

村提出用）によると、申立人は、申立期間当時、上記遡及訂正前の標準報酬月

額に相当する給与を事業主により支給されていたことが確認できる。 

加えて、商業登記簿によると、申立人は、Ａ社の役員ではなかったことが確

認できる。 

これらを総合的に判断すると、当該処理を行う合理的な理由は無く、申立期

間に係る標準報酬月額について有効な記録の訂正があったとは認められない

ことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保

険事務所に当初届け出た 20万円に訂正することが必要である。 

申立期間②について、オンライン記録によると、申立人の厚生年金保険被保

険者の資格喪失日は、当初、平成８年６月 13 日と記録されていたところ、同

年７月 17日付けで、同年４月 30日に変更されていることが確認できる。 

しかしながら、申立人から提出された出勤簿（写し）、給料支払明細書及び

上記給与支払報告書によると、申立人は、Ａ社を平成８年４月 30 日に退職し

たことが確認できる。 

また、Ａ社の元代表取締役の上記陳述から、滞納保険料減額のために申立人

に係る資格喪失日の変更処理が行われたことが認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成８年４月 30 日に厚生

年金保険被保険者資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該資

格喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人のＡ社

における資格喪失日は、出勤簿（写し）、給料支払明細書及び上記給与支払報

告書により確認できる退職日の翌日である同年５月１日であると認められる。 

また、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額については、事業主が社会保

険事務所に当初届け出た 20万円に訂正することが妥当である。



近畿（奈良）厚生年金 事案 14103 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録

を昭和 37年３月 21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年３月 21日から同年４月１日まで 

年金事務所の記録では、申立期間が厚生年金保険に未加入となっている

が、当該期間も継続して勤務していたので、厚生年金保険被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社の在籍証明書、同社から提出された退職年金受給

申請書及び同社の回答から判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し（Ｂ

社からＡ社に転籍）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、Ａ社は、「給与の締日が毎月 20日であることから、

申立人は昭和 37 年３月 21 日にＢ社からＡ社に異動したと考えられる。」と陳

述していることから、同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 37

年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、社会保険事務所の記録におけるＡ社の資格取得日が、雇用保険

の加入記録における資格取得日と同日となっており、公共職業安定所及び社会

保険事務所の双方が誤って同じ資格取得日と記録したとは考え難いことから、

事業主が昭和 37 年４月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る同年３月の厚生年金保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。



近畿（奈良）厚生年金 事案 14104 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日

に係る記録を昭和 47 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万

5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年６月 25日から同年７月１日まで 

年金事務所からＡ社及び同社Ｃ工場に勤務した同僚の年金記録が訂正さ

れた旨の案内があったので、自身の記録を照会したところ、申立期間が厚

生年金保険被保険者期間となっていないことが判明した。 

私は、昭和 45年４月にＡ社に入社し、47年７月に同社Ｃ工場に異動とな

ったが、平成 21 年９月に退職するまで継続して勤務したにもかかわらず、

申立期間に被保険者記録が無いことに納得できない。当該期間を厚生年金

保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された社員台帳、同社の回答及び雇用保険の加入記録から判断

すると、申立人はＡ社に継続して勤務し（Ａ社から同社Ｃ工場に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

なお、異動日については、複数の同僚は、「昭和 47年７月１日に同じ所属の

従業員全員が異動した。」と陳述していることから、同日とすることが妥当で

ある。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和 47 年

５月の社会保険事務所（当時）の記録から、４万 5,000円とすることが妥当で

ある。 



なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ社

から提出された厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書における資格喪失

日が昭和 47年６月 25日となっていることから、事業主が同日を資格喪失日と

して届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



近畿（大阪）国民年金 事案 6527 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53年２月から 59年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年２月から 59年３月まで 

私は、今は亡き母が生存中のときに、その母から、私の国民年金保険料

を納付してくれていたと聞いていた。 

また、結婚してからは、私の妻が夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に

納付してくれている。 

申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間のうち、婚姻するまでの期間について、申立人の母が申

立人の国民年金保険料を納付してくれていたと申し立てているが、国民年金手

帳記号番号払出簿により、申立人に係る国民年金手帳記号番号は、昭和 59 年

９月 10 日に払い出されていることが確認でき、申立期間のうち、一部の期間

は制度上、時効により保険料を納付することができない。 

また、申立人の国民年金保険料を納付していたとされる申立人の母は既に亡

くなっているため、納付方法等の具体的な状況は不明である上、その母に係る

オンライン記録を見ると、申立期間と同期間の保険料は未納であり、保険料の

納付済期間は昭和 40年４月から同年６月までの３か月のみである。 

さらに、申立期間のうち、婚姻した昭和 58 年２月以降の国民年金保険料に

ついては、申立人の妻が夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたと申し立て

ているところ、オンライン記録により、59 年４月から平成 15 年 11 月までの

保険料が夫婦同一日に納付されていることが確認できるものの、申立人の妻か

ら陳述を得ることができないことから、当該期間の納付状況の詳細は不明であ

る。 

加えて、申立期間のうち、時効により国民年金保険料を納付できない期間に



ついて保険料を納付するためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要

であるところ、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったほか、国民年金

手帳記号番号払出簿の内容を確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立期間は６年２か月と長期間であり、これほどの長期間にわたり申

立人の納付記録が連続して欠落するとは考え難い上、申立期間の国民年金保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



近畿（京都）国民年金 事案 6528 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年１月から同年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年１月から同年３月まで 

平成３年 11月頃、区役所ではないところから国民年金加入届、国民年金

保険料の免除申請書及び納付書が届いた。それには、Ａ県Ｂ市Ｃ区役所宛て

の返送用封筒が同封されていたので、なぜ郵送してきたところと違うところ

に返送するのか不思議に思いながら、当該加入届と当該免除申請書を返送し

た。 

その後、平成４年１月又は同年２月頃、どこからか覚えていないが、何も

記入されていない年金手帳のみが送られてきた。免除に関する通知がなく不

思議に思ったが、母に、「免除の通知は行政から送られてくるものだ。」と

言われたのでそれが届くのを待つことにした。 

しかし、なかなか免除の通知書が届かないので、平成４年４月頃、確認の

ためにＣ区役所に出向いた。すると、「免除にはなっていない。１月から３

月まではもう免除の手続ができないので、４月からの免除になる。」と言わ

れた。 

平成３年 11月頃にＣ区役所宛てに送付した免除申請書は、４年１月から

免除とするためのものであったので、申立期間が免除期間となっていないこ

とは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20歳到達前に、国民年金加入届、国民年金保険料の免除申請書

及び納付書が送られてきたとしているが、Ｂ市は申立期間当時、20歳到達以

降の時点において、国民健康保険の被保険者であって国民年金の被保険者でな

い者に対して、国民年金の加入勧奨に関する案内文を送付していたとしており、

20歳到達前に加入届等が送られてきたとする申立内容と符合しない。 



なお、申立人は区役所でないところから国民年金加入届等が送られてきたと

しているが、日本年金機構に確認したところ、申立期間当時、国民年金の窓口

は市町村役場であったとしており、当該加入届等は区役所から送付されたもの

と考えるのが自然である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の被保険者に係るオン

ライン記録から、申立人の国民年金の加入手続は平成５年３月頃に行われたと

推認され、申立期間については、この加入手続時期において、制度上、遡って

免除申請することができない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料の免除申請を行うことが可能な別の国

民年金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索

を行ったが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情は見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関

連資料（保険料免除申請書の控え、保険料免除承認通知書等）は無く、ほかに

申立期間の保険料を免除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。



近畿（兵庫）国民年金 事案 6529 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年 11 月から 57年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年 11月から 57年３月まで 

私は、自身の国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関わったことは

ないが、亡くなった母が私たち姉弟に、「あなたたちは 20歳から国民年金に

加入している。」と常々言っていた。その証拠に、私の姉と弟は 20歳からの

保険料が納付済みとなっている。母が私の保険料だけ納付しなかったとは考

えられないので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その母が申立期間の国民年金保険料を納付してくれたはずである

と申し立てている。 

しかしながら、申立期間の国民年金保険料を納付するためには、申立人が国

民年金に任意加入し、申立期間当時に申立人に国民年金手帳記号番号が払い出

されている必要があるところ、オンライン記録により各種の氏名検索を行うほ

か、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を調査したが、

申立人に対する手帳記号番号の払出しは確認できず、申立人に対して手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。この場合、

申立期間は、国民年金の未加入期間となることから、制度上、保険料を納付す

ることができない。 

また、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、

これらを行っていたとされる申立人の母は既に亡くなっているため、具体的な

状況は確認できない上、申立人の母名義の預金通帳の写しを見ると、昭和 54

年 12月から 57年 12 月までの保険料について、３か月ごとに振替納付されて

いることが確認できるが、その金額が一人分の保険料額であることから、この

口座振替は申立人の母の保険料であったと考えるのが自然である。 



さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



近畿（奈良）国民年金 事案 6530 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年１月から同年 11 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年１月から同年 11月まで 

私は大学を卒業後、平成７年６月に就職するまでの期間、国民年金の加入

手続及び保険料の納付については、母に任せていた。 

また、私が大学生であった期間のうち、平成５年６月から６年５月頃まで

の期間は海外に留学していたことから、当初、母は、私が帰国するまでの期

間の国民年金保険料を納付する義務は無いものと考えていた。 

しかし、私は海外留学中の期間も、日本に住民票上の住所を置いていたこ

とから、母は私が帰国した後に、この期間も国民年金は強制加入期間であり、

国民年金保険料が未納となっていることを知り、申立期間の保険料をまとめ

て納付してくれた。 

私は、母から、「時期は覚えていないが、過去の未納期間を解消するため

に、Ａ県Ｂ市役所で国民年金保険料を遡ってまとめて納付した。」と聞いた。 

申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間の国民年金保険料は、私が海外留学から帰国した後

に母が納付してくれた。」と陳述している。 

しかしながら、申立人が所持するパスポート及び申立人の陳述から、申立

人が海外留学から帰国したのは平成６年５月であることが確認できるところ、

申立人の母親は、「Ｂ市役所で、一度、過去の未納保険料をまとめて納付し

たが、納付の時期など具体的なことは覚えていない。」と陳述しており、申

立人も納付には関与していないことから、申立期間に係る具体的な納付状況

が不明である上、Ｂ市の申立人に係る国民年金被保険者名簿を見ても、申立

期間は国民年金保険料の未納を示す空欄となっていることが確認できる。 



また、申立人が所持する過年度保険料の納付書を見ると、発行日は平成７

年７月７日、納付期間は５年６月から６年３月までと記載されており、当該

納付書の発行日において、申立期間のうち、５年６月から６年３月までの期

間は未納であったことがうかがえ、当該納付書は、３部綴り（領収済通知書、

領収控及び納付書・領収証書）である上、領収日付印の欄には領収印が無い

ことが確認できる。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録に

より各種の氏名検索を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出された

ことをうかがわせる事情は見当たらず、このほか、申立人から申立期間の国

民年金保険料の納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等

を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



近畿（大阪）国民年金 事案 6531  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 11年８月、同年９月及び 12年４月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和 24年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 11年８月及び同年９月 

            ② 平成 12年４月 

昭和 51 年３月に会社を退職した後、Ａ県Ｂ市Ｃ区役所において自身で国

民年金の加入手続を行い、当初から口座振替によって国民年金保険料を納付

していた。 

時期ははっきりとしないが、平成 12 年６月頃、自宅に来たＤ社会保険事

務局Ｅ事務所（現在は、Ｆ年金事務所）の 50 歳前後の徴収担当者から、申

立期間①、②及び８年３月の国民年金保険料が口座の残高不足のため引落し

されていなかったこと、及びこのうち同年３月の保険料は時効のため納付す

ることはできないことの説明を受けた。 

社会保険事務所（当時）から来た徴収担当者に国民年金保険料を遡って納

付したのはこのときだけであり、申立期間①及び②の保険料として、金額は

はっきり覚えていないものの、４万数千円程度を手持ちの現金により自身で

納付したが、領収証書はその後紛失した。 

私の申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 12 年６月頃に、自宅に来たＤ社会保険事務局Ｅ事務所の徴

収担当者に対して、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したと主張して

いる。 

しかし、平成 12 年６月時点では、申立期間②の国民年金保険料は現年度納

付することになるところ、日本年金機構Ｇブロック本部Ｈ事務センターによる

と、保険料の収納事務が国に移管された 14 年４月までは、現年度保険料は社



会保険事務所ではなく、市区町村が徴収したとしており、申立内容とは符合し

ない。 

また、申立人は、国民年金保険料が口座振替で資金不足のため未納となった

ことにより、自宅で社会保険事務所の徴収担当者に保険料を遡って納付したこ

とは１回だけであると陳述しているところ、オンライン記録によると、申立人

は、平成 12年 10月の保険料を 14年 10月 28日に過年度納付しており、日本

年金機構Ｆ年金事務所が保管する当該月に係る原符（国民年金保険料の領収証

書の控え）を見ると、当時の国民年金推進員による収納であることが確認でき

ることから、申立人が陳述する納付の記憶は、当該月の納付によるものと考え

られる。 

さらに、申立期間は、基礎年金番号制度が導入された平成９年１月以降の期

間であり、基礎年金番号に基づき、国民年金保険料の収納事務は電算化され

記録管理の強化が図られていることから、記録誤り等が生じる可能性は少ない

ものと考えられる。 

加えて、申立人から申立期間の国民年金保険料の納付をめぐる事情を酌み取

ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

、



近畿（大阪）厚生年金 事案 14105 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

    

    

    

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年４月頃から 31年４月頃まで 

厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務し

た期間に係る被保険者記録が無いとの回答を受けた。 

申立期間については、Ａ社で勤務しＣ業務に従事していたので、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間当時において、Ａ社の同僚だったとする現在のＢ社の

事業主の陳述から、期間は特定できないものの、申立人がＡ社に勤務してい

たことが推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社がＢ社名で厚生年金保険の

適用事業所となったのは、平成２年 10月１日であり、これより前の期間にお

いて、同社がＡ社又はＢ社として厚生年金保険の適用事業所となった記録は

無い。 

また、前述の事業主は、「Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった平成２

年 10月１日以前の期間について、従業員の給与から厚生年金保険料を控除す

ることはなかった。」と陳述している。 

さらに、前述の事業主は自身の記録について、「私は、国民年金制度が発足

した昭和 36年に国民年金に加入した。それまでの間に厚生年金保険に加入し

たことはなかった。」旨陳述している。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料は

無く、保険料控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。



近畿（京都）厚生年金  事案 14106 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年３月１日から同年 11月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、申立期間の被

保険者記録が無く、昭和 36年 11月１日から 37年２月１日まではＡ社、同

日から 38年１月９日まではＢ社において加入していることが分かった。 

私は、昭和 36 年３月１日から 38 年１月９日までの期間において、Ｂ社

で勤務しており、時々、Ａ社の仕事もしていたので、申立期間を同社又は

Ｂ社における厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間当時の写真並びにＡ社及びＢ社の複数の元

同僚並びにＢ社の取締役の陳述から判断すると、申立人が申立期間に、同社

の従業員として勤務していたことが推認できる。 

一方、前述の元同僚のうちの一人は、「私は、昭和 36 年４月初旬からＢ社

の従業員として勤務し、時々、Ａ社の仕事もしていた。」旨陳述しているとこ

ろ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿(以下「被保険者名簿」と

いう。)を見ると、同人の被保険者の資格取得日は、同人が勤務し始めたとす

る時期より７か月後の昭和 36年 11月１日と記録されている。 

また、前述の元同僚は、「私がＢ社で仕事を始めた昭和 36年４月以前から、

申立人は複数の従業員と一緒に、私と同じ仕事をしていたと聞いた。」旨陳述

しているところ、当該複数の従業員として名字を挙げた３人については、オ

ンライン記録によると、申立人と同様にＡ社において、昭和 36 年 11 月１日

に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、Ｂ社の取締役及び元同僚の陳述から、同社とＡ社の代表取締役及

び所在地がそれぞれ同一であることが推認でき、前述の被保険者名簿におい



                    

て被保険者記録が確認できる複数の者が、同時期に両社の仕事をしていた旨

陳述しているところ、前述の元同僚のうち一人が、自身より少し後にＢ社に

入社してきたとする元従業員については、Ａ社及びＢ社に係るそれぞれの被

保険者名簿において氏名が見当たらない上、当該元同僚及び元従業員が、Ｂ

社において勤務していたとする期間に、厚生年金保険の空白期間があると陳

述している。 

これらのことから、申立期間当時、Ｂ社からＡ社に従業員を融通していた

状況がうかがえるとともに、Ｂ社及びＡ社は、従業員について、必ずしも入

社後すぐに全員を厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことが考え

られる。 

加えて、Ｂ社で勤務した期間に厚生年金保険の空白期間が存在するとして

いる前述の元従業員は、当該空白期間の給与から厚生年金保険料が控除され

ていたか否かは不明である旨陳述している。 

また、Ｂ社の取締役は、「申立期間当時は、当社の従業員の社会保険の手続

及び給与計算等については、全てＡ社が行っていたので、申立人の保険料控

除等に関することは分からない。」旨陳述しているところ、Ａ社は、「申立期

間当時の保険料控除等を確認できる資料は保存していない。」旨回答しており、

これらの事業所から、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除の状

況等を確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除を確認できる関

連資料は無く、保険料控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。

  



近畿（大阪）厚生年金 事案 14107 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

  住        所 ：  

  

  

  

            

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年９月 29日から 62年４月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務し

た期間の被保険者記録が全く無い旨の回答を受けた。その後、同社におけ

る３か月間の被保険者記録が見付かったが、申立期間の被保険者記録は無

いとの回答であった。 

私のＡ社における雇用保険被保険者の資格取得日は、昭和 59 年９月 29

日であり、厚生年金保険も同日に加入しているはずであるので、申立期間

について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び元従業員の陳述から、申立人が申立期間にＡ社に勤

務していたことが認められる。 

しかし、Ａ社の元事業主は、「会社は既に廃業し、申立期間当時の資料は無

いため、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の届出及び保険料控除について

確認できない。自身は、従業員の社会保険に関することには一切関与せず担当

者に任せていたので、厚生年金保険の取扱い等についても分からない。」と陳

述している。 

そこで、申立期間当時の社会保険事務担当者に照会したところ、当該担当者

は、「申立期間当時、社会保険に関することは私が一人で担当していた。しか

し、申立人のことは記憶しておらず、申立人の厚生年金保険の加入手続及び保

険料控除については不明である。」とした上で、「厚生年金保険に加入していな

い期間の給与から、厚生年金保険料を控除することはないはずである。」と陳

述している。 

また、申立人は、申立期間にＡ社において雇用保険の被保険者記録があるこ



                    

とを申立ての根拠としているところ、同社において申立期間当時に厚生年金保

険の被保険者記録が有る元従業員を抽出し、雇用保険の加入記録を確認したが、

当該元従業員に係る厚生年金保険被保険者の資格取得日と雇用保険被保険者

の資格取得日は異なっている上、いずれの者も厚生年金保険被保険者の資格取

得日の方が後になっていることが確認できる。 

さらに、申立人は、申立期間当時に所属していたＡ社の２か所の支店におけ

る支店長の名字をそれぞれ記憶しているところ、当該二人に照会したが、回答

を得られない上、申立期間当時の元従業員に照会し回答を得られた者のうちの

一人は、申立人を記憶しているものの、「申立人の厚生年金保険の加入の有無

や、保険料控除等については分からない。」旨陳述しており、これらの者から

申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除等をうかがわせる陳述は得

られなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料控除を確認できる関連資

料は無く、保険料控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。

  



近畿（大阪）厚生年金 事案 14108 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年４月１日から同年６月１日まで 

厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、申立期間の被

保険者記録が無いとの回答を受けた。Ａ社には高校の紹介で、高校卒業後

すぐに就職し、３か月ないし４か月間勤務したと記憶しているので、申立

期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 52年６月１日までＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入して

いたと申し立てている。 

しかし、Ａ社は、「当時の賃金台帳を見ると、申立人に対し、昭和 52 年３

月の給与を支給し、同年３月の厚生年金保険料を当該給与から控除した記録

はあるものの、同年４月以降の給与を支給した記録は無い。」と回答している。  

また、Ａ社が加入するＢ健康保険組合は、「申立期間当時、当組合の組合員

資格及び厚生年金保険の被保険者資格に係る届出様式は複写式となっており、

社会保険事務所（当時）には、当組合に提出されたものと同一内容の届出書

を当組合から提出していた。」と回答しているところ、同健康保険組合が保管

する被保険者名簿において、申立人の資格喪失日は昭和 52年４月１日と記録

されており、年金事務所の記録と一致している。 

さらに、雇用保険の加入記録において、申立人のＡ社における離職日は昭

和 52年４月５日であり、厚生年金保険被保険者の資格喪失日の記録とおおむ

ね符合している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関

連資料は無く、保険料控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14109 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 
第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年 12月１日から 53年 10月 25日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社に

勤務した期間の加入記録が無いことが分かった。 

Ａ社には、事業主から引き合いが有ったので入社し、Ｂ事業のＣ職とし

て勤務した。 

また、一緒に勤務した同僚の名前もよく覚えているので、申立期間を厚

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が申立期

間当時の同僚及び事業主として記憶する複数の者の氏名を確認できること、

及び同社事務所の所在地等に関する元従業員の記憶と申立人の陳述内容が符

合すること等から判断すると、期間は定かでないものの、申立人が同社に勤

務していたことがうかがえる。 

しかし、Ａ社は、昭和 56年８月に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

ている上、申立期間当時の事業主は連絡先が不明であるため、申立人の申立

期間に係る勤務実態及び保険料控除の状況について確認することができない。 

また、申立人が氏名を記憶している同僚は死亡している上、前述の被保険

者名簿において申立期間に被保険者記録が有る者のうち、回答の有った者は

一人のみで、その者は申立期間当時、経理及び社会保険関係事務に関与して

おらず申立人のことは記憶していないと回答している。 

さらに、Ａ社の役員及び複数の元従業員が氏名を記憶する一部の正社員に

ついて、前述の被保険者名簿においてその氏名が確認できないことから、同

社は、必ずしも全ての従業員を漏れなく厚生年金保険に加入させる取扱いで



                    

はなかったと考えられる。 

加えて、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠

番は無く、同名簿の記録に不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料控除を確認できる関連

資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



                    

近畿（大阪）厚生年金 事案 14110（大阪厚生年金事案 4725、9935 及び 13162 の

再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年３月１日から 34年 11月１日まで 

申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いとして、年金記録確認大阪地

方第三者委員会（当時）に年金記録の訂正をこれまでに３回申し立てたが、

いずれも申立ては認められなかった。 

今回、申立期間にＡ社（現在は、Ｂ社）で一緒に勤務していた複数の同

僚の名字を思い出したので、当該期間を厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、雇用保険の加入記録及び同僚の陳述から、

申立人のＡ社での勤務実態は確認することができるものの、Ｂ社提出の従業員

カード（写）によると、申立人の資格取得日は昭和 34年 11月１日と記入され

ている上、申立期間の保険料控除をうかがわせる事情等は見当たらないことな

どから、既に年金記録確認大阪地方第三者委員会の決定に基づき、平成 21 年

11月 13日付け、23年２月 10日付けで、年金記録の訂正は必要でないとする

通知が行われている。 

その後、申立人は、申立期間に勤務していたのは「Ｃ社」であったとして、

再度申立てを行ったが、申立期間当時の事業主から陳述を得られないこと、及

び同社の複数の従業員に照会したところ申立人を記憶している者はいないこ

となどから、既に年金記録確認大阪地方第三者委員会の決定に基づき、平成

24年３月 23日付けで、年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われてい

る。 

今回、申立人は、申立期間に勤務していたのはＡ社であり、新たに、当時の

  



                    

複数の同僚の名字を思い出したので調査してほしいと再度申し立てている。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立期間に被保険者期間のある者及び申立人と同日に資格を取得した者のうち、

申立人が陳述する名字である者は４人確認できるが、そのうち３人は既に死亡

している上、残りの１人に照会を行ったが回答は無く、申立人の申立期間に係

る給与からの厚生年金保険料控除について確認することができない。 

また、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について、Ｂ社に再確

認したところ、同社は、「これまでの回答内容と同様であり、申立人の従業員

カードに、厚生年金保険被保険者の資格取得日が昭和 34年 11月１日と記載さ

れていることから、保険料控除は同月からと考えられ、資格取得日前の申立期

間については、保険料を控除するはずはないと思う。」と回答している。 

そのほかに年金記録確認大阪地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。

  



                    

近畿（兵庫）厚生年金 事案 14111 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②に係る脱退手当金を受給していないものと認め

ることはできない。 

また、申立人は、申立期間③について、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年４月 12日から 37年８月１日まで 

           ② 昭和 37年８月１日から 41年８月１日まで 

           ③ 昭和 41年８月１日から同年９月１日まで 

申立期間①及び②について、年金記録上は、脱退手当金を受給したこと

になっているが、受給した記憶は無い。 

申立期間③について、私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）が経営する事業所の

Ｃ店でＤ職として、昭和 41年８月末日まで勤務していた。 

当該期間の年金記録の訂正をお願いしたい。 

  

  

    

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①及び②について、当該期間に係る脱退手当金は、支給額に計算

上の誤りは無く、申立期間②に係る厚生年金保険被保険者の資格喪失日から

約３か月後の昭和 41 年 11月 11日に支給決定されているなど、一連の事務

処理に不自然さはうかがえない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人が記

載されているページ及びその前後のページにおける女性 50 人の被保険者の

うち、昭和 40年から 42年までに被保険者資格を喪失し、脱退手当金の受給

要件を満たしている 14 人について、脱退手当金の支給記録を調査したとこ

ろ、申立人を含む８人に支給記録が有り、当該８人とも、資格喪失日から約

５か月以内に支給決定されている上、当該８人のうち１人は、「私は、Ａ社

を退職する際に、事務担当者から厚生年金保険を脱退するかどうかを聞かれ、

脱退手当金を受給することにした。」と陳述していることを踏まえると、申

  



                    

立期間においては、事業主による代理請求が行われた可能性が高いものと考

えられる。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間①及び②に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

  ２ 申立期間③について、申立人は、「私は、Ａ社が経営する事業所のＣ店で

Ｄ職として、昭和 41年８月末日まで勤務していた。」と陳述している。 

    しかし、Ｂ社は、「申立人に係る資料を保管していないため、申立人の申

立期間③に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除の有無については不明

である。」と回答している。 

また、申立人は、元同僚には照会しないよう希望していることから、同僚

調査を行うことができず、申立人の申立期間③に係る勤務実態及び厚生年金

保険の加入状況について陳述を得ることができない。 

さらに、申立人に係る雇用保険の被保険者記録によると、申立人のＡ社に

おける離職日は昭和 41年７月 31日となっており、同社における厚生年金保

険被保険者の資格喪失日の記録と符合している。     

このほか、申立人の申立期間③に係る厚生年金保険料の控除を確認できる

関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。

  



                    

近畿（大阪）厚生年金 事案 14112 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和７年生 

  住    所 ：  

  

  

  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 26年４月 15日から 29年３月 10日まで 

            ② 昭和 29年３月 10日から同年８月９日まで 

年金事務所の記録では、Ａ社Ｂ工場及び同社Ｃ工場に勤務した申立期間

①及び②に係る脱退手当金が支給済みとなっている。 

しかし、私は脱退手当金を請求しておらず、受給していないので、申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金が支給されたことを示

す「脱 40月 5,963 円 30.９.27」等が記載されている上、申立期間の脱退

手当金については、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自

然さはうかがえない。 

また、申立人の脱退手当金は、昭和30年９月27日に支給決定されているが、

当時は通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間が

なければ老齢年金は受給できなかったことから、申立期間の事業所を退職後、

55 年２月に国民年金に加入するまで年金の加入歴が無い申立人が、脱退手当

金を受給することに不自然さはうかがえない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間の前にある被保険者期

間については、その計算の基礎とされておらず未請求となっているものの、申

立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は別番号で管理

されていたことが確認できることから、当該一部未請求だけをもって不自然な

請求であるとまでは言えない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。

  



                    

近畿（奈良）厚生年金 事案 14113 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年５月頃から同年 11月頃まで 

私は大学卒業後に、新聞広告でＡ社の社員募集を見て昭和 48年５月頃に

同社に入社したが、土・日の休みも無く、毎日残業しなければならない労

働条件から、将来のことを考え同年 11月頃に退職した。当時の給与額及び

厚生年金保険料額については記憶が定かでないが、夏に一時金をもらった

記憶もある。同社で勤務していたのは間違いないので、申立期間について、

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の陳述及びＢ市から提出された申立人に係る社員初任給決定試

算表の前職欄に記載されている勤務期間等から、申立人は、勤務期間は特定で

きないものの、Ａ社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ａ社は平成 22年２月 27日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っている上、申立期間当時の事業主及び総務経理の事務担当者は既に死亡して

いることから、申立人の申立期間における勤務形態及び厚生年金保険料控除を

確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」

という。）により、申立期間に被保険者記録が確認できる元従業員 25人（申立

人が名前を挙げた２人を含む。）及び元役員の計 26人のうち、所在が判明した

10人に照会を行い、回答が得られた８人のうち、元役員は、「事業主は、申立

期間当時、採用してもすぐに退職する従業員が多いと話していた。そこで、従

業員の厚生年金保険については、職歴の有る者は入社日から加入させていたと

思うが、職歴の無い者は一定の見習期間後に加入させていた。」、また、元従業

員二人は、「昭和 48年頃は事業が急成長していた時代であり、従業員の入退社

  



                    

が多く、正社員でも試用期間があった。」とそれぞれ陳述している。 

さらに、申立人は、Ａ社の入社の経緯について、新聞広告に載った社員募集

であったと陳述しているところ、昭和 48年５月 14日付けＣ社の朝・夕刊の求

人広告欄に、同社のＤ職等の求人募集が男女各５人づつ掲載されているものの、

同求人広告が掲載された日以降、同社に係る被保険者名簿において、申立期間

に厚生年金保険の被保険者資格を取得した者は、女性従業員一人のみであるこ

とが確認できる上、申立人は同時期に入社した男性従業員がいたと陳述してい

るものの、申立期間を含む前後の期間において確認したが、当該男性従業員は

見当たらない。 

このことから、Ａ社では申立期間当時、必ずしも全ての従業員を入社後すぐ

に厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

加えて、Ａ社に係る被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に

欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない上、申立人が申立期間の

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。

  



                    

近畿（兵庫）厚生年金 事案 14114（兵庫厚生年金事案 3090の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和９年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年１月 10日から 39年１月１日まで 

前回は、Ａ社における昭和 35年７月２日から 38年７月１日までの期間及

びＢ社（前回の申立て当時は、Ｃ社。現在は、Ｄ社）における 39 年１月１

日から 46年７月 16日までの期間の標準報酬月額について、年金記録確認兵

庫地方第三者委員会（当時）に申し立てたが認めてもらえなかった。しかし、

改めて考えてみると、昭和 36年１月 10日から 39年１月１日までの期間は、

日曜日のみＡ社に勤務し、月曜日から土曜日までの午前中は、Ｂ社に勤務し

ていたことから、当該期間を再度調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

前回の標準報酬月額相違の申立てのうち、Ａ社については、ⅰ）同社は既に

厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、申立期間当時の事業主も死

亡しており、当時の同僚の所在も確認できないため、申立人の申立期間の報酬

月額及び保険料控除額について確認できないこと、ⅱ）申立期間のうち、昭和

35 年 11 月１日から 36 年１月 10 日までの期間について、申立人は、「Ｂ社に

在籍していたが、週末にはＡ社の仕事をしていた。」と陳述しており、オンラ

イン記録によると、当該期間の標準報酬月額は、両社における標準報酬月額の

合算額である１万 6,000円となっていることが確認できること、ⅲ）申立人に

係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認しても、申立人の標準報酬月額

が遡及して訂正されている等の不自然な記載は見当たらず、オンライン記録と

も一致していること、また、Ｂ社については、ⅰ）Ｃ社は、「申立期間当時の

賃金台帳等の資料は残っておらず、申立人の標準報酬月額は不明である。」と

回答しており、申立人の厚生年金保険料の控除について確認できないとしてい

ること、ⅱ）同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者

  



                    

名簿」という。）により、被保険者資格を有する同僚４人に照会したところ、

当該４人は、「自身の標準報酬月額が給与と比較して低いとは思っていない。」

と陳述していること、ⅲ）被保険者名簿を確認しても、申立人の標準報酬月額

が遡及して訂正されている等の不自然な記載は見当たらず、オンライン記録と

も一致していることなどから、既に年金記録確認兵庫地方第三者委員会の決定

に基づき、年金記録の訂正のあっせんは行わないとの判断を行った旨、平成

23年３月 28日付けで、通知が行われている。 

今回、申立人は改めて考えてみると、Ｂ社には、申立期間も継続して同社（Ｅ

営業所）に勤務していたことを思い出したので、再度調査してほしいと申し立

てている。 

しかしながら、Ｄ社は、「申立人に係る人事記録等は保管していないため、

申立期間当時の状況については不明である。」と回答している。 

また、Ｂ社に係る被保険者名簿により、昭和 35年７月から 39年１月までの

期間に被保険者資格を取得した者のうち、連絡先が判明した 23 人に照会した

ところ、回答のあった 11人のうち２人は申立人のことを記憶しているものの、

勤務期間及び勤務形態については不明であると陳述しており、申立人の申立期

間に係る勤務実態等は確認できない。 

さらに、雇用保険の加入記録によると、申立人は、昭和 39 年１月１日に被

保険者資格を取得し、46年７月 15日に離職していることが確認でき、申立期

間においては厚生年金保険被保険者の記録と同様、雇用保険の被保険者となっ

ていないことから、勤務実態について確認することができない。 

加えて、Ｂ社に係る被保険者名簿を見ると、申立人は同社において昭和 35

年 11 月１日に被保険者資格を取得しており、その取得時の健康保険被保険者

番号は「＊」であり、39 年１月１日の同資格の再取得時の番号は「＊」であ

る上、厚生年金保険被保険者台帳記号番号においても、新しい記号番号が払い

出されていることが確認でき、当該被保険者名簿に不自然な記載も見当たらな

い。 

このほか、今回の再申立てにおいて、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。

  



                    

近畿（大阪）厚生年金 事案 14115 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

  住    所 ：   

  

  

  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 46年４月９日から 48年４月 10日まで 

私は、前事業所を退職してすぐの昭和 46年４月９日からＡ社でＢ職とし

て働いていたのに、厚生年金保険被保険者の資格取得日は 48 年４月 10 日

となっている。入社当初の被保険者記録が欠落しているが、給与から厚生

年金保険料を控除されていたことを記憶しているので、調査の上、年金記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元同僚の陳述、申立人が申立期間後に勤務した会社が保管する申立

人に係る履歴書等から、申立人は、申立期間にＡ社で勤務していたことがうか

がえる。 

しかしながら、Ａ社は、「当時の資料を保存しておらず、申立人に係る勤務

形態及び厚生年金保険料控除等については不明である。」と回答しており、申

立人の申立期間に係る保険料控除等について確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿により、申

立期間当時の被保険者記録が確認できる者（申立人が名前を挙げた元同僚３人

を含む。）の中から、所在が判明した元従業員 29 人に照会したところ、回答

が得られた 16 人（申立人が名前を挙げた元同僚１人を含む。）のうち、申立

期間当時の社会保険及び給与計算の事務担当者は、「当時、４か所の工場と本

社の従業員数は 150人ほどであり、社会保険については本社において一括して

適用していた。全従業員が厚生年金保険に加入していたわけではなく、加入を

拒否する者などについては、加入手続を行わず、給与から保険料も控除してい

なかった。」と陳述している上、当該名簿によると、申立期間当時の被保険者

数は 50 人ほどであることから、同社は、申立期間当時、必ずしも全ての従業

  



                    

員を入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうか

がえる。 

さらに、申立人に係る雇用保険被保険者記録によると、Ａ社において昭和

51 年２月３日に被保険者資格を取得していることが確認できるところ、公共

職業安定所によると、「申立人のＡ社に係る被保険者記録は、当該記録が全て

である。」と回答している。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。

  



                    

近畿（兵庫）厚生年金 事案 14116 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成２年３月 31日から同年４月９日まで 

私は、平成元年３月にＡ社に入社し、２年９月に同社を退職するまでの

間、継続して勤務したが、自己都合により正社員からパートに勤務形態が

変更となった際の厚生年金保険被保険者記録が、同年３月 31日に資格を喪

失し、同年４月９日に資格を取得となっており、年金記録に空白の期間が

あることに納得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「自己都合により正社員からパートに勤務形態が変更となった

が、入社から退職まで継続してＡ社に勤務していた。」と主張している。 

しかしながら、Ａ社から提出された社員名簿によると、申立人は、一身上

の都合により、平成２年３月 30日付けで、同社を退職した記録となっている

上、同社は、「平成２年３月の厚生年金保険料については、社員名簿に記載の

退職日が月末ではないことから、通常であれば控除していない。」と回答して

いる。 

また、Ａ社において、申立期間に被保険者期間が確認できる元従業員３人

に照会したところ、３人共に申立人を記憶していたものの、勤務形態の変更

日等の詳細については分からないと回答している。 

さらに、雇用保険の加入記録によると、申立人は平成元年３月 14日に被保

険者資格を取得し、２年３月 30日に離職し、再度、同年４月２日に被保険者

資格を取得し、同年９月４日に離職していることが確認でき、申立期間のう

ち、同年３月 31日及び同年４月１日の勤務実態を確認することができない上、

Ｂ企業年金基金の記録は、オンライン記録と一致している。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。

  



                    

近畿（奈良）厚生年金 事案 14117 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年５月 11日から 57年４月１日まで 

年金事務所の記録では、Ａ社に勤務していた期間の厚生年金保険の加入

記録が、実際の勤務期間より短く記録されている。 

私は、Ａ社の前に勤務していた事業所を退職後、すぐに同社に勤務した

と記憶しているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ社に勤務する前の事業所において、昭和 56 年５月 11 日に厚

生年金保険の被保険者資格を喪失後、すぐに同社に勤務した。」と主張してい

る。 

しかしながら、Ａ社は昭和 62年８月 28日に厚生年金保険の適用事業所では

なくなっている上、元事業主に照会を行ったが回答を得ることができず、申立

期間当時の経理事務担当者は、「期間は特定できないものの、申立人が申立期

間においてＡ社に勤務していた記憶はある。私は、事務全般を担当していたが、

社長の補助をしていただけであり、申立人に係る社会保険事務に関する手続及

び保険料控除に関することは分からない。」と陳述しており、申立人の申立期

間における勤務状況及び保険料控除について確認することができない。 

また、申立人に係る雇用保険の給付情報によると、申立人は、昭和 56 年６

月 22日から同年９月 19日までの期間、雇用保険の失業給付を受給しているこ

とが確認できることから、当該期間は、Ａ社に勤務していなかったことが認め

られる。 

さらに、申立人のＡ社における雇用保険被保険者の資格取得日は厚生年金保

険被保険者の資格取得日と同日であることが確認できる。 

  



                    

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、昭和 58

年３月 24 日に社会保険事務所（当時）の総合調査が実施されていることが確

認できるところ、当該総合調査では、同被保険者名簿と事業所が保管する賃金

台帳の突き合わせが行われることが通例であることから、申立人についても、

申立人の主張どおり申立期間の給与から社会保険料が控除されていれば、社会

保険事務所の指導により、被保険者資格の取得手続が行われているはずである

が、手続が行われた形跡は認められない。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。

  



                    

近畿（兵庫）厚生年金 事案 14118 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

    

    

    

                              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 33年 12月 31日から 39年６月１日まで 

Ａ社（後に、Ｂ社）に勤務していた期間のうち、昭和 24年 10月の結婚後

は夫婦又は家族で同社に住み込み、39 年に同社が倒産するまで、夫と一緒

に勤務していた。申立期間に夫の厚生年金保険の加入記録があるにもかかわ

らず私の記録は無い。申立期間について、厚生年金保険料も控除されていた

と思うので、厚生年金保険の被保険者と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の陳述から、勤務の状況は特定できないものの、申立人は、Ａ社

に勤務していたことがうかがえる。 

しかし、Ｂ社は昭和 40年１月 31日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っている上、申立期間当時の事業主及びその妻は既に死亡しているため、申立

人の申立期間における勤務状況及び保険料控除について確認することができ

ない。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び健康保険厚生年金

保険被保険者原票（以下「被保険者原票」という。）により、申立期間に被保

険者記録が確認できる 54 人（申立人が名前を挙げた 13 人を含む。）のうち、

所在が判明した 28人に照会を行い、回答が得られた 17人のうち元役員であっ

た申立人の夫は、「申立期間当時、妻は私の家族ということで、私一人が給与

をもらっていた。妻には給与は支給されていなかった。」、元従業員は、「申立

人は、申立期間当時、会社が忙しい時に手伝う程度で、給与の支給日に給与を

もらっているのを見たことがない。」とそれぞれ陳述している。 

さらに、Ｂ社における申立人の夫に係る昭和 35 年更新の被保険者原票の被

扶養者資格記録欄を見ると、申立人は、当時、その夫の被扶養者であったこと

  



                    

が確認できる。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  




